
平成 8 年 事業所・企業統計調査結果の概要 

 

1．概 況  

 平成 8 年 10 月 1 日現在で実施した平成 8 年事業所・企業統計調査結果によると，本市事業所数は

56,265 事業所，従業者数は 510,545 人である。 

 これを前回調査（平成 3 年）と比較すると，事業所数は 3,996 事業所（対前回増減率△6.6%）減少し，

従業者数は 3,585 人（同 0.7%）増加している。（表－1） 

表－1 事業所数，従業者数の推移 

 

 

 これを経営組織別に見ると，民営の事業所数は 55,356 事業所，従業者数は 475,753 人で，前回に比

べ事業所数は 4,014 事業所（同△6.8%）減少し，従業者数は 2,204 人（同 0.5%）増加している。国・地方

公共団体の事業所数は 909 事業所，従業者数は 34,792 人で，前回に比べ事業所数は 18 事業所（同

2.0%）増加し，従業者数は 1,381 人（同△4.1％）減少している。（表－3,4） 

2．産 業  

 産業を第 1 次産業（農林漁業），第 2 次産業（鉱業，建設業，製造業），第 3 次産業（第 1 次，第 2 次

産業以外の産業）の 3 部門別に事業所数をみると，第 1 次産業 15 事業所（構成比 0.0％），第 2 次産

業 7,703 事業所（同 13.7％），第 3 次産業 48,547 事業所（同 86.3％）となっている。対前回増減率は，

事業所数で第 1 次産業 25.0%減，第 2 次産業 2.4%減、第 3 次産業で 7.3%減となっている。 

 従業者数は，第 1 次産業 146 人（構成比 0.0％），第 2 次産業 134,650 人（同 26.4％），第 3 次産業

375,749 人（同 73.6％）である。対前回増減率は，第 1 次産業 88.4％減，第 2 次産業 5.6%減，第 3 次産

業 3.5%増である。 

 注：事業所・企業統計調査では，個人経営の農・林・漁家は調査の対象となっていない。 

 



事業所数 

実  数 構 成 比（％） 対前回増減率（％） 産 業 大 分 類 

昭和 56 年 61 平成 3 年 8 昭和 56 年 61 平成 3 年 8 61／56 3／61 8 月 3 日

                    

A～M 全産業 60,600 61,073 60,261 56,265 100 100 100 100 0.8 △ 1.3 △ 6.6

A～C 農林漁業 24 22 20 15 0 0 0 0 △ 8.3 △ 9.1 △ 25.0

D～M 非農林漁業 60,576 61,051 60,241 56,250 100 100 100 100 0.8 △ 1.3 △ 6.6

D 鉱業 40 38 27 25 0.1 0.1 0 0 △ 5.0 △ 28.9 △ 7.4

E 建設業 4,271 4,594 4,840 4,860 7 7.5 8 8.6 7.6 5.4 0.4

F 製造業 3,180 3,229 3,023 2,818 5.2 5.3 5 5 1.5 △ 6.4 △ 6.8

G 
電気・ガス・熱

供給・水道業 
75 63 61 66 0.1 0.1 0.1 0.1 △ 16.0 △ 3.2 8.2

H 運輸・通信業 2,061 2,138 2,210 2,095 3.4 3.5 3.7 3.7 3.7 3.4 △ 5.2

Ｉ 
卸売・小売業,飲

食店 
30,912 30,395 29,041 26,534 51 49.8 48.2 47.2 △ 1.7 △ 4.5 △ 8.6

Ｊ 金融・保険業 1,189 1,179 1,191 1,149 2 1.9 2 2 △ 0.8 1 △ 3.5

Ｋ 不動産業 4,162 3,999 3,832 3,220 6.9 6.5 6.4 5.7 △ 3.9 △ 4.2 △ 16.0

Ｌ サービス業 14,492 15,206 15,827 15,315 23.9 24.9 26.3 27.2 4.9 4.1 △ 3.2

Ｍ 公務 194 210 189 168 0.3 0.3 0.3 0.3 8.2 △ 10.0 △ 11.1

   

  （再 掲）  

   

  第 1 次産業 24 22 20 15 0 0 0 0 △ 8.3 △ 9.1 △ 25.0

  第 2 次産業 7,491 7,861 7,890 7,703 12.4 12.9 13.1 13.7 4.9 0.4 △ 2.4

  第 3 次産業 53,085 53,190 52,351 48,547 87.6 87.1 86.9 86.3 0.2 △ 1.6 △ 7.3

 

 



 

従業者数 

実  数 構 成 比（％） 対前回増減率（％） 産 業 大 分 類 

昭和 56 年 61 平成 3 年 8 昭和 56 年 61 平成 3 年 8 61／56 3／61 8 月 3 日

                          

A～M 全産業 520,559 500,253 506,960 510,545 100 100 100 100 △ 3.9 1.3 0.7

A～C 農林漁業 2,261 1,745 1,258 146 0.4 0.3 0.2 0 △ 22.8 △ 27.9 △ 88.4

D～M 非農林漁業 518,298 498,508 505,702 510,399 99.5 99.6 99.8 100 △ 3.8 1.4 0.9

D 鉱業 1,001 572 327 364 0.2 0.1 0.1 0.1 △ 42.9 △ 42.8 11.3

E 建設業 54,115 47,051 50,298 49,472 10.4 9.4 9.9 9.7 △ 13.1 6.9 △ 1.6

F 製造業 109,921 99,637 92,030 84,814 21.1 19.9 18.2 16.6 △ 9.4 △ 7.6 △ 7.8

G 
電気・ガス・熱

供給・水道業 
3,486 3,114 2,423 2,833 0.7 0.6 0.5 0.6 △ 10.7 △ 22.2 16.9

H 運輸・通信業 53,522 48,657 43,923 43,789 10.3 9.7 8.7 8.6 △ 9.1 △ 9.7 △ 0.3

Ｉ 
卸売・小売業,飲

食店 
154,891 150,230 153,011 155,146 29.8 30 30.2 30.4 △ 3.0 1.9 1.4

Ｊ 金融・保険業 17,849 15,577 17,294 15,721 3.4 3.1 3.4 3.1 △ 12.7 11 △ 9.1

Ｋ 不動産業 8,648 8,613 8,618 7,864 1.7 1.7 1.7 1.5 △ 0.4 0.1 △ 8.7

Ｌ サービス業 103,208 113,005 126,638 138,803 19.8 22.6 25 27.2 9.5 12.1 9.6

Ｍ 公務 11,657 12,052 11,140 11,593 2.2 2.4 2.2 2.3 3.4 △ 7.6 4.1

   

  （再 掲）  

   

  第 1 次産業 2,261 1,745 1,258 146 0.4 0.3 0.2 0 △ 22.8 △ 27.9 △ 88.4

 第 2 次産業 165,037 147,260 142,655 134,650 31.7 29.4 28.1 26.4 △ 10.8 △ 3.1 △ 5.6

  第 3 次産業 353,261 351,248 363,047 375,749 67.9 70.2 71.6 73.6 △ 0.6 3.4 3

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業所数を産業大分類別にみると，卸売・小売業,飲食店が 26,534 事業所で全体の 47.2%を占め，ついで

サービス業 15,315 事業所（構成比 27.2％），建設業 4,860 事業所（同 8.6％），不動産業 3,220 事業所（同

5.7％），製造業 2,818 事業所（同 5.0％）の順となっている。（表－2，図－1） 前回調査の平成 3 年と比較し

てみると，対前回増減率は，電気・ガス・熱供給・水道業が 8.2%，建設業が 0.4％と増加しているが，他の産

業は減少している。（表－2） 

従業者についてみると，卸売・小売業,飲食店が 155,146 人で全体の 30.4％，ついでサービス業 138,803 人

（構成比 27.2％），製造業 84,814 人（同 16.6％），建設業 49,472 人（同 9.7％），運輸・通信業 43,789 人（同

8.6％）の順に多く、この 5 産業で全体の 9 割を占めている。（図－2） 対前回増減率をみると，電気・ガス・

熱供給・水道業 16.9％，鉱業が 11.3％でともに 10％を超える増加となっているほか，サービス業 9.6％，公

務 4.1％，卸売・小売業,飲食店 1.4％で増加している。 

  

1 事業所当たりの平均従業者数をみると，公務 69.0 人，電気・ガス・熱供給・水道業 42.9 人，製造業 30.1

人，運輸・通信業 20.9 人，鉱業 14.6 人，金融・保険業 13.7 人，建設業 10.2 人と大きく，農林漁業 9.7 人，

サービス業 9.1 人，卸売・小売業,飲食店 5.8 人，不動産業 2.4 人は 10 人を下回っている。 

  



3．経営組織 

経営組織別に事業所数をみると，個人経営の事業所が最も多く，31,401 事業所で全体の 55.8％を占め，次

いで法人の事業所が 23,598 事業所（構成比 41.9%），国・地方公共団体の事業所 909 事業所（同 1.6%），法

人でない団体 357 事業所（同 0.6%）となっている。対前回増減率は，総数としては 6.6%の減である。このうち

法人でない団体が 19.6％減，個人経営が 13.1%減と落ち込みが激しく，法人が 3.6%増，国・及び地方公共団

体が 2.0%増となっている。民営の事業所では，前回に比べ 6.8%の減となっている。（表－3） 

 

 

従業者数をみると，法人の事業所が 383,653人（構成比 75.1%）と最も多く，次いで個人経営 90,240人（同 17.7％），

国・地方公共団体 34,792人（同 6.8%），法人でない団体 1,860人（同 0.4%）となっている。対前回増減率をみる

と，総数では 0.7%増となっている。このうち法人でない団体が 12.4%，法人の事業所が 4.5％，国及び地方公共団

体が 4.1％とそれぞれ増加しており，個人経営が 13.9%減少している。民営の事業所は，前回と比べ 0.5％増加と

なっている。（表－4） 
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 経営組織別に産業別構成比をみると，個人経営では卸売・小売業,飲食店が事業所数で 53.2%，従業者数

が 54.7%といずれも過半数を占め，ついでサービス業が事業所数 28.2%，従業者数 29.7%を占めている。法

人の事業所では，個人経営と同じく卸売・小売業,飲食店がもっとも多く事業所数で 41.6%，従業者数 27.5%，

ついでサービス業が事業所数 23.7%，従業者数 23.7%の順になっている。（表－5,6） 

国・地方公共団体の事業所では，サービス業が事業所数 60.4%，従業者数 55.3%を占め最も多く，ついで公

務が事業所数 18.5%，従業者数 33.3%である。 

 

 

 

 



4．従業者規模（民営） 

 民営の事業所数を従業者規模別にみると，1～4 人規模事業所が 35,277 事業所と最も多く，全体の 63.7%

を占めている。つぎに 5～9 人規模事業所が 10,346 事業所（構成比 18.7％）となっている。しかし，対前回増

減率をみると，300 人以上規模事業所が 11.0％増と最も高く，ついで 50～299 人規模の事業所，30～49 人

規模事業所の順となっている。（表－7） 

 従業者数を従業者規模別に見ると，10～29 人規模事業所が 114,508 人（構成比 24.1％)で最も多く，つい

で 50～299 人規模事業所 108,959 人（同 22.9％）の順となっている。対前回増減率をみると，10 人未満の小

規模事業所の落ち込みが目立つ結果となっている。（表－8） 
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5．区別分布状況 

 事業所を区別にみると，小倉北区が 16,945事業所（構成比 30.1％）で最も多く，ついで八幡西区
が 12,051事業所（同 21.4％）と，この 2区で約半数を占めている。ついで小倉南区 7,035事業所（同
12.5％），門司区 6,278事業所（同 11.2％），八幡東区 5,131事業所（同 9.1％），若松区 4,438事業
所（同 7.9％），戸畑区 4,387事業所（同 7.8％）の順となっている。（表－9，10） 

 

 従業者数でも，小倉北区が 173,306人（構成比 33.9％）で最も多く，ついで八幡西区の 105,300

人（同20.6％）と，この2区でやはり約半数を占めている。ついで小倉南区61,446人（構成比12.0％），
門司区 52,546人（同 10.3％），戸畑区 42,680人（同 8.4％），若松区 38,104人（同 7.5％），八幡東
区 37,163人（同 7.3％）の順となっている。（表－9，10） 

 

 対前回増減率をみると，事業所数では八幡東区（△10.2％減），小倉北区（△9.8％減），門司区（△
8.0％減），戸畑区（△6.9％減），若松区（△5.8％減）の減少が目立っており，八幡西区（△3.2％減），
小倉南区（△0.4％減）は僅かな減少にとどまった。 

 

 従業者数では，小倉南区が対前回増減率 9.2％と大きく増加しているほか，八幡西区（同 1.8％），
若松区（同 1.7％），門司区（同 0.8％）は順調な伸びを見せている。一方，八幡東区（同△10.5％）
で，大幅な減少が見られ，戸畑区，小倉北区ともに僅かに減少している。（表－10） 

 

 市内の事業所の分布状況を産業別に見ると，金融・保険業の 39.6％，電気・ガス・熱供給・水道
業 36.4%，卸売・小売業,飲食店 32.9％，不動産業 31.6％，サービス業 28.5％を小倉北区が占めて
おり，同区のウエイトが大きいことを示している。八幡西区では，農林漁業 46.7%，建設業 25.6%，
金融・保険業 24.5％，製造業 22.5%，卸売・小売業,飲食店 21.3%，サービス業 21.3%を占めており，
6部門で 20%を超え，小倉北区に次ぐ高い比率を示している。（図－2） 

表－9 産業大分類別区別事業所数及び従業者数 

<>  



 

 

 従業者数についても，電気・ガス・熱供給・水道業 58.4%，金融・保険業の 56.3%，不動産業 44.7%，卸売・小

売業,飲食店 38.0%，運輸・通信業 34.2%，サービス業 32.4%を小倉北区が占めている。その他では，鉱業をみる

と，小倉南区が 51.1%と，大きなウエイトを占め，ついで門司区が 35.2%となっている。また，農林漁業の 39.0%

と，建設業の 26.2%が八幡西区，運輸・通信業の 23.0%が門司区となっている。（図－3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



6．開設年別 

  開設年別に事業所数をみると，平成4年以降に開設された事業所は，全体の16.7%となっている。これを

区別にみると，小倉南区が 19.5%，小倉北区 19.1%，八幡西区 18.9%とこの 3 区が高い比率を示しており，つ

いで若松区 14.1%，門司区 12.8%，八幡東区 11.2%の順となっている。（表－11,12）  

    


